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死刑存置の最大のよりどころは国民の大多数が,い ぜん として死刑存置 を希望してお り,こんにち
ただちに死刑 を廃止することはこの国民感情 を無視するものであるとする主張である。法制審議会に
お}うる改正刑法の論議のなかでも死刑存続 をきめた有力な根拠はこの点にあった。
そこで世論は死刑を存続 させるに果 して強力な根拠 とな りうるのかについて考えてみなければなら
ない。その第一 は,死 刑 が果 して国民 の絶対的 な支持 を得 てい るか どうか とい うことである。そ して
たとえ世論が数字の うえで絶対的に死刑の存続 を希望したとして も,その世論 とい う・ものが,ど のよ
うな背景の もとで結果 しているか を精密に分析 してみる必要があ り・統計上の結果だけからただちに
国民の絶対的支持 といったような単純な結論 を導き出す ことは危険である.とい ケことを考え下おかね
ばな らず,世 論の科学的分析 とい うことが必要である。
第二に,世 論は死刑の問題に関 しどの程度 まで立法にインパク.トを与えうる性格のものであるか と
い うこ とで あ る。
世論の実態
第一点 か ら検討 してお こ う。た しか に,こ れ までのい くつ かの世論調査 にお いては・ いずれ も死刑
の存続が多数を占めている(表1参 照)。
同 じよ うな結果 は アメ 効 や イJス でG)鹸 言騎 で もでてい る(た とえばア メ リカの1973年の全
国的 なノ・リス調査 では死刑 に賛成 は59%,反 対は31%)。.ところが願刑 に関す る世 論 につ いて は,そ
れが国良の本当の態度を評価 しうるものであるかどうかについて検討 してみる必要がある。
たとえば標本抽出や面接の技法のあ り方が世論の結果にどのような影響 を与 えるとか,質 問の内容
について欄 が必要である・そ伽 例として綱 麻で用いられたサ幼 ・損}・満・嚇 上の略
音に限られている泰,ア メ リカやカナダの調査では一貫 して若者たちが死刑に反対 している。走れは
高い確率で顕著な死刑廃止論を示すこれら10代のヤング ・アダル ト(14～18歳)の著たちの意見 を無
視 してい る。
☆本学法学部教授
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また通常行なわれている世論調査はそれ 表1 (単位 =%)
が表 面的 な もの であ る とい う こ と の ほか.調 査年
,
存置 廃止
に,信 頼 で きない とい う問題 が ある。た と195?田 本弁護士連合会 61.3 36.0
1956毎 日 新 聞 59.3 23.8
えばア ンケ ー トの回答 を拒 ん だ者や'どち ら1956内 閣総理大臣官房審議室 65.0 18.0
ともは っき りしない者 や,な ん ら意 見 を も1966神 奈川大学死刑問題研究会 54.1 33.0
,.1967総 遺墾κ手ノ本章艮室 70.5 16.0
っていない 回答者 の分 析の仕方 とカ㌧ 調 査1969明 治大学菊田ゼミ G8.0 32.0
方法 としては,面 接i者の態度,接 触 の仕1970国 学院大学法律学研究会 57.6 32.2
1972サ ンケイ新聞 53.5 30.2
方・ 声の調子 とい うものが結果 に どの よ う1975内 閣広 報 室 56.9 20.7
な影響 を与 え るか とい うこ とで ある。 これ1976立 教大学法学研究会 42.0 31.0
1977サ ンケイ新聞 61.0 14.0
らの要素が被面接宥め回答に変化 をもた ら1980総 理 府 62.3 14.3
した とい うことを示 す証拠 もで ている。19$1東 京弁護士会入権擁護委員会 60.4 39.6
1982朝 日 新 聞 76.0 19.0
刑事司法の執行に 関 す る調 査 委 員 会1983NHK放 送世論調査所 70.2 13.4
(Prevost委員会 の名で知 られ てい る)の 要
請で,ケ ベック市で行なわれた調査では,死 刑の存置に賛成か,あ るいは反対か と質問 した とき,回
答者 の52.5%が存置 を表明 し,.46。5%が死刑 に反 対 で ある と答 えたが,同 じ調査 で殺 人 につ い て もつ
と適切な言葉で質問 した とき,多 くの回答者は死刑(44.0%)よリ拘禁刑 を選んだ (54.7%,この う
ち45.8%が無 期刑,8.9%が定 期刑)の で,多 数 が逆 になった とい う報告 が あ る。
アメ リカで行なわれたハ リス調査でも,「あなたは死刑 を支持 しますか∫ それとも反対しま す か」
との質 問 に死 刑支持者 は59%であったが,一 連の質 問で,回n者 に犯罪 の リス トを与 え, 有罪 とされ
た者 は,み な死刑 に処 せ られ るべ きか,あ るいは 「な にび とも死刑 に処 せ られ るべ きでな いか」 また
は 「事件の状況 と犯罪者の性格 によるべきである」かを質問 してみる.と,死刑支持者は41%に減少 し
た 。
また回答者 に,死刑 についての一般的な態度 をたずねた後,陪 審員 となって死刑 を答 申しなければ
な らないよ うな状況になった らどうか という質問 をした場合,一 般的な質問の際には回u者 の35%が
死刑に反対であ り,45%が賛成 であったが,後 の質問,す なわち陪審員 になった場 合は, という質問
に対 しては死刑を支持 した多 くの者は態度不明に変わった。すなわち,29%はおそ ら'く死刑 に票 を投
1
じないであろ うと答 え・63%は態度不明 と答え,3%だ けがおそ らく死刑 に投票するであろ うと答 え
て い る 。
この事実は・抽象的な質問 と特定の事情 を加 えての質問 とでは回答に大 きな違いの生ずることを証
拠だてるものであ り,死刑について質問する際の態度いかんによリ回答率が大き く異なって くるこ と
を示 す もの で ある。
覧
このことは,一 般 に死刑について国民が どの程度の判断のための宿報をもっているかによ り,そ め
回答が大き く異なることを推察させる。これが第二の,国 民は死刑の問題について どれほ ど知 っでい
るかの問題 で ある。
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フ オイ ベ ・C・ エ ル ズ ワ ー ス(PhoebeC.Ellswortl1&LeeRoss)の論 文 「世 論 と 死 刑 」(Public
OpinionandCapitalPunishment,CrimeandDelinquencyVol,29,No.1,.January1983,明大 犯 罪
学研究室訳,法 律論叢56巻6号,59巻3号)は 一般 が死刑についてはいかに無知であ り,考えても
いない こ と,な どを質 問 を通 じて明 らか に してい る。 この ことは1972年の フ ァーマ ン対 ジ ョー ジア
(FurmanV.Georgia)事件 にお いて連 邦最高 裁が死刑 の合急性 について修正第8条 お よび14条 に反
す る と した違憲判 断 のな かでマ ーシ ャル判事(JusticeMarsha11)が指摘 した ことと一致 してい る(Fu・
rmanV.Georgia1408U.S.238,1972at362)。
エル ズ ワース らの調査(1974年,カ リフ ォル ニア)で は,た とえば 「死刑 は,大 多数 の ヨーr一ッパ
諸 国で廃止 され てい る」 とい うこ とにつ いてρ 「わか らない」 と答 えたのは死刑支持者 の93.9%反
対 者の39.6%いる(正 しい答 えを した者 は死刑 支持者 の35.7%,反対者 の44%)。また 「数年 間,死
刑 を存置している所は,死 刑 を廃止 した所 よ りも低い殺人率を示 した」(この質問には間違い と答え
るのが正 しい)と4)問 に 「間違 い」 と回答 したのは支持 者が24%,反 対者 で67%であ った。 この よ う
に死刑 に関する事実問題についての情報については,死 刑支持者および反対者のいずれ も適格な情報
をもち合 わせてお らず,自 己の信念で判断 している。その信念 とい うのは伝統あるいは死刑の抑止効
果仮説の無批判的な受容にもとず くものとおもわれる。
か くして,一 般 には伝 統的 な常識 ともい うもの を受 け入 れて いるだけだ とい える。 またその背景 に
ある確信あるいは信念 とい うものは純粋 に合理的な根拠に基づいたものであることはまれでわるとい
うことである。そ してその不確かな確信 とい うものは自覚 しない感情や社会的に一般化 された観念に
よって決 定 され てい る とみ られ る。
それでも,多 くの世論が過半数 にわたって死刑 を支持 しているとい う事実は,こ れ を無視できない
という主張が生ず るであろ う。 これが世論は死刑 にどの程度のインパク トを与えうるかとい う第二の
課題 で ある。
い うまでもな く民主主義 の根本原理の一つは鼠民の意志 をどこまで政治 に反映 しうるかにかかって
いる。 しかし死刑制度の存否にかかわる問題に関して世論がいかなる役割 を果すべきかについては別
の角度か ら検討 されなければならない。かつてイギリスでは,刑 罰の状態 に無知であ り,どんな種類
の改良にもほとん ど反対 した世論 に過大に依存 しすぎた結果,大 きな誤 りを犯 したことがある。そこ
でイギ リスでは単 に世論に依存するのではな く,合理的な共通の目的のために道徳的感清を形成すべ
く積極的に援助すべきであると考え,「人命に対する社会の考えを増進するように行動すべきである」
とい う立 場 か ら,人 命 の尊重 とい う確信 を うちた て:るべ く努 力 を重:ねて きた。
1969年2月,イギ リスが死刑 を廃止 す るに際 し,と きの労働 内 閣のキ ャラバ ン内相 は,「議 会 は と
きに,世 論 に先行 して行動 し,それ を指導 しなければならない ときがある」 とし,過半数を占めてい
た死刑存置者の世論 にそむいて死刑廃止 を断行 した。同じく,フ ランス,カ ナダをはじめ多 くの死刑
廃止国において も,政府は世論調査に従 うよ りは,国 民 を指導す る道 を選 んだ。すなわちガ死刑に関
する表面的なそ して明白な強い支持にもかかわらず1政 府 と議会は,む しろ世論 を指導する責任を放
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棄 してはな らないと考 え死刑廃止にふみ切 ったのである。
政治家は ときとして,い わゆる 「世論」 を背景に自らの政治方向 を根拠づける。それはそれで充分
に評価 されねばならないが,自 らの政治姿勢 を世論の支えとす り代えることによって正当性 を根拠づ
ける こ とも政治家 の手段 の一 つ である。 しか も,そ の世 論 とい うもの は必 ず し も国 民 の世論 で はな く
白らの個人的信念であることも少なくない。 また国民が支持 しているとか りに認められても,そ の国
民 とい うのは自らの都合のよい国民だけであ り,いわゆる国民一般 を前提にしてい廼 ・危険 性がある。
1820年に,ロ バ ーー ト・ピール は 「世 論 とは,馬 鹿 げた こ と,根 底 の ない薄 弱 な こと,偏 見,ま ちが
った感 じ,頑 固 な こ と,新 聞記事 な どの膨 大 な集積 」 と述 べ た といわれ るが,こ ん にち,わ れ われ は
死刑 に関する基本的な事柄についても知 らされていない。死刑 自体の残忍 さについても国民一般 には
知 らせ ない こと とな ってい る。 しか も裁判 官 は慎重 に裁判 す る もので あ り,間 違 え るこ とはあ り得 な
い とい う確信が押 しつけられている。死刑 とい う特殊な分野においてその威嚇力 といったような もの
については法律家でない ものに理解 してもらうこと自体が困難なことである。その うえに世論形成の
資料 も提供することな く世論 に死刑存廃の重要性 を判断 させよ うとい うこと自体すでに大きな誤 りで
あ る。1
あるべき世論
死 刑 の問題 は,い うまで もな'く,その背景 に 「人命 の尊厳 」 とい う生命 に対す る理 念 をいか よ うに
考えるかの哲学的課題がある。 したがって軽々に世論の支持いかんを理由に死刑の存否が決定 されて
はならない。む しろ,世 論 をあるべき方向に指導する努力が重ねられなければな らない し,人命に対
する社会の考えを増進するよ うに行動することが政治家 としての役割で もある。
わが国 においては,こ とはむしろ逆である。前述のよ うに刑法改正作業のなかで 「世論が死刑 を支
持 している」 とす る存置理 由が最大の役割 を果 している。 ところが,そ の世論がなんであるかについ
てはこれ まで検討されたことはない。それ どころか死刑 の実際についてはほとんどその状況を国民に
知 らせない。密行主義の名のもとに死刑が行なわれている。国民は死刑について考え,判 断する材料
を与えられていない。知 らせ られているのは,加 害者の惨虐な犯罪手段であ り,被害者のいか りと悲
しみである。死刑存置論者は死刑廃止 をひきのばすために,世 論や世論調査の結果,ま だその時期で
は ない とい い,「世 論 に さか ら うことは できない」 とい う。顕 著 な犯罪 が犯 され たあ と で は,』'世論 を
.動か し,激 昂 させ,報 復 への嗜好 をか きたてて,い わば被 害者 との連帯 をけ しか けて,調 査 を患 うよ
うに操 る こ とは可能 で ある。
そのよ うな状況下において死刑に反対する世論が 自然発生的に譲成 され ることはあ りえなヤ》。.政府
も しくは立法者はかような被害感 情を支え として死刑存続 を国民一般の名のもとに方向づけている。
世論の名 を借 りての欺購行為であ り,まさに死刑はか ような虚構の うえに成立っている。
死刑 とい うり般大衆か らはかけ離れた問題 に関する判断 を仰 ぐりは,少 な く.ともこの問題に多少な
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りともなんらかのかかわ りがあるか,あ るいは考える機会のある者の意見,す なわち死刑に関する意
識階層 の意見が重視 されなければならない。
その第一は,昭 和44年に筆者が検察官,裁 判官,刑 務官,法 学部学生 を対象 とした死刑に関する意
識調査 を試みたことがある(詳細は法律時報42巻6号43ペー ジ以下)。その時の有効回収数は128名
で あ り,統 計的 に も有効性 に問題 があ った。 しか し,裁 判官 につい ては25名に1人 の割 合 で アンケー
トを求 てめお り一応 の成 果を収 めた もので あった。
死刑廃止に対する意見では総理府の調査では71%(昭和42年)が死刑存置賛成であったが,わ れわ
れの調査 では68%でほぼ同じ数字であった。 しかし,刑法学者の48%は廃止 に賛成であ り,存置賛成
は45%であ り,専 門家 と一般人 との差 が明 らかであ った。 とくに 「わ か らな い」 とい う回管 が専門家
集団では少な くなることがこの ような結果 を生む要因であった。 とくに専門家相互間に死刑存置,廃
止の見解に大 きな差のあること,実務家(裁 判官および刑務官)は 死刑存置論者でも罪名によっては
廃止 してもよい罪 をあげることが多いことなど,一般世論 と比較 して多 くの特色を見出したことであ
っ た 。
その第二は,1985年5月10目～31目にかけて国会議員に死刑 に関す る意識およびその根拠 を確認す
るアンケー トを試 みた ことで ある(詳 細 は法学 セ ミナー1985年12月号)。対 象者 は753名で 回収総数
142名(回収率18.9%)。その調査 結果の概 要 を紹介す る とつ ぎの とお りで あ る。
「死刑 に賛成 であ り,存 置 がよい」(以下r存 置』 とす る)が 全体の64.8%を占め,「反 対 であ り,廃
止すべきである」 とす る者が37.3%で,これは戦後に行なわれた死刑存廃 に関する世論調査 とほぼ同
じ傾向を示 している。ただ,今 回の調査では,日本共産党が法務部会長名で 「死刑に関するアンケー
トへの回答 」 として 「わが党 は,1946年に発表 した憲法草案 でr死 刑 は これ を廃止 す る』 と明記 して
お り,将来国民的合意を得て廃止すべきであると考えている」 との回答があ り,同党所属議員40名の
回答 は死刑廃止 であ るとす る と 「存 置」 が49.2%:「廃止 」が50.8%となる。
このように世論の傾向は大体において変化 していない。しか し今回の調査で明 らとなっ た こ とは
「存置」では現状維持が大半 を占めているのに対して,「廃止」では,無 条件廃止 と廃止に向けて試行
的制度 を海人す るとする意見 とで二分 されているところにある。
「存置」の理 由としては,国民感情の:重視,被 害者感情の重視,犯 罪抑止効果があげられ 「死刑廃止
とい う国民の声 もあまりきかれず,犯 人 に道義的責任 を問 うで きである」 とす るのが,そ の代表的意
見 である。
「廃止」の理由としては第一 に人道的理 由があげられ,つ いで一般予防的効果がな く,誤判の可鰺 性
も否定できないとするものが代表的である。
その他この調査で得 られた結果をあげてお く。
性別 存置 廃止
男97.896.2
女2,23.8
一25一
明治大学 社会科学研究所紀要
年齢 存置 廃止
30一》39歳2.21.9
40ノ》49歳15.615.4.
50～59歳32、246.2
60ノ》69歳32.230.8
70～79歳14.45.8
無記入3.30.0
所属政党 存置 廃止
自民党67.89.6
社会党 ・13,342,3
公明党7,836.5
民社党6.70.0
i新自 ク1.10.0
その他2.211.5
無記入1.10.0.
西 ヨー ロッパ にお いて死刑 が廃 止 され た ときの一般 世 論は ど うで あったろ うか。
イ・ギ リスでは1969年に死刑の廃止が論議 された とき,ほ とんどの新聞の論調は世論と下院議員の総
意 とがかけはなれているとし,世論は死刑廃止が下院を通過す る直前の調査 で,死刑廃止反対85%,
死刑廃止賛成13%を示 した。その後,1983年にいたるまで死刑廃止後の1年 間に7回 の死刑復活法案
や動議が提出 されたが,いずれ も否決された。 しかし,いずれの場合 も世論は死刑復活が多数 を占めた。
1981年に死刑 を廃止 した ブランスでも死刑廃止直前の調査で死刑廃止反対が62%を占めている。
ダイシー による と世論 とは 「一個入 の掬い ている確信 」 まで も意味す る とし な が ら も,後 半 で は
「立法 の過 程 で もの を言 った意見」 が世 論 である とい ってい る。 この ことは世論 とは,一 般大衆 すな
わち市井人の意見になんら関心 を示 さないで,世 論 とい うもの を 「国の立法府にいる人たちに対して
自己の文筆 をもって直接 に影響 を与えた知識階級 という,は っき.り他の人たちと区分 された身分階層
の抱 いていた見解」 とほぼ等 しい 内容 の もの と考 えてよい。
これを死刑問題に限って世論 を考えれば,法 が立法の うえで世論を育成 し創造するともいえるが,
世論 が違 うと立法 が違 うとい うよりは,立 法が違 うと世 論の反応 も違 って くる とい って もよい よ うに
お もわれ る。
ア ンケー ト調査 結果 か ら も,こ の ような ことが妥 当す るよ うにお もわれ る。 とはいえ,現 実問題 と
して一般大衆は死刑に賛成 しているという数字は動かし難いところである。その根抵にある一つの大
きな要素は被害者 の立場 をどのように考えるかとい う点にある。死刑が世論の支持 をうけるにはこの
被害者への扱いをおろそかにしてはならない。そこで被害者の諸問題について,つ ぎに簡単にまとめ
てお ぎたい。
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被害者感情
視点をかえで死刑存廃 の世論形成 に深いかかわりがあると考えられる被害者の感情について検討 し
て お こ う。
死刑制度 を論ずる際に殺 された被害者の遺族の感情をどのように考えるかとい う問題が大 きな課題
となる。 とくに死刑廃止論者は加害者たる凶悪犯の人命 とい うことを論ずるに際し被害者感情 を無視
しているとい うとζ二うに批判が生ずる。死刑廃止 を論ずるに際しこの点 をどう考えるかはきわめて重
大 な ことであ る。死 刑 と被害者 を どの よ うに考 え るか。
かつて一人息子を行 きず りの道路上で殺 された横浜在住の市の瀬氏は息子が死に際 し父親 に 「どう
かこの犯人 を捕え℃仕返 しをして くれ」 と遺言 を残 して死んで行ったのを受 け,犯人が逮捕され裁判
所へ連行 される法廷の廊下で隠しもっていた刃物で犯人を殺害 し報復 しようとしたが周 りの者にとめ
られ思恥の とげられなかったことがある。市の瀬氏はその経験から1殺 され損になるこんにちの被害
者の立場 を代表 し,国家による被害者補償制度の確立に奔走 し,その長い立法化運動の結果が,こ ん
にち曲 りな りにも,わ が国において犯罪による被害者補償制度の確立の原動力 となったことは周知 の
とこ ろで あ る 。
この犯罪被害者給付制度は1981年より実雄 され,人 の生命または,身体を害する犯罪行為に零り,1不
慮の死 を遂げた者の遺族,ま たは重大な障害 をうけた者に対 して社会 の連帯共同の精神 にもとづき国
は給付金,す なわち,遺 族給付金,障 害給付金を支給 し,その精神的,経 済的打撃の緩和 を図ろうと
している。しかし,この制度の創設い らい四年間の給付金の裁定支給額は,一事件あた り平均で約354
万円 となっている。せめて交通事故による強制 保 険 の補償額 ぐらいには引上げられるべきであろ う
し,・年金度制の導入など実質的な補償の確立が要望 され る。
行 きず りの殺人による被害者に対し,こ んにちでは,か くしてわずかではあるが補償はなされてい
るが,こ れ に よ り死 に対 す る被害 者の感情 のすべ てを補 てんす るこ とにな らな いこ とはい うまで もな
い。被害者の多 くが殺 した者 を国家が殺 して くれなければ殺 され損 であ り,死んだ者が救われないと
考 えてい るこ とも事実 で ある。
かつては肉親 を殺 された者が加害者 を自力で探 しあて生命をかけて報復 した時代があった。それは
人 間の本 能 としてむ しろ けなげな姿 である として物語 られ るこ とで もあ った。 しか し,こ ん にちでは
われわれは報復するための武器は所持 していない。'それは国民の生命および財産等の安全 は個人 より
も国家が保護するとい う思想のもとに;わ れわれは個人的には武器 を放棄 し,い わば無防備の生活 を
しているわけである。したがって,個 人め生命および財産に対 し侵害のあったときには国家はその損
害 を保証す る義務があるという理厩になる。 ところが,こ んにち,国 はわれわれ国民の個人的損害 を
十分に補償するまでに至っていない。そのような観点からも少な くとも犯罪による被害者に対 し,国
が補償制度 を確立 したことはそれな りの当然のことといえるのである。
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ところが,殺 人の被害者にとっては若干の財政的被害の補償 を得ても失った家族の生命は戻 るわけ
ではない。せめて殺され損でないため,そ の被害者感情 を満足 させるため殺 した者 は国家の手によ り
殺 して欲 しい とい う論拠 とな る。
しか し,わ れ われ は,こ こで次の よ うな こ とを考 えな けれ ばな らない。 こんに ちで は,個 人 に よ る
報復が不可能である故に国家が代って死刑によ り報復 して くれるとい う感情は人間の本能 として理解
できないわけではないが,国 家すなわち国民のすべての者 に被害者の感情を代弁 し加害者 を殺害 して
くれ と要求す るこ とが ど うして認 め られるか とい うことで ある。つ ま り,わ れわれ国践一人一 人 は国
家の名 を借 りてはいるが,被 害者の報復感情 を満足 させるために死刑 による処刑 に加架 しなければな
らないので あるが,す べての国民が それ を希望 し,あ るい は加架 す るこ とに承諾 してい るわ けで はな
い。それにもかかわ らず,.こんにちでは国民の大多数がこれ を承認 しているとの判断で死刑が重視 さ
れているわけである。死刑廃止の立場からは,か ような被害者感情に加担 して処刑するこ とを拒否す
る 。'
その代 り,ど うして も報復 しなけれ ば感情 が お さまらな い とい うので あれば,こ んにちの社 会体制
,
に逆 らって も自 らの手 で加害 者 を殺 して もら うほかない。理屈 か らい えばその よ うになる。 自らの個
人的感情 を満足させるために死刑に反対する者をも含 めて国家による殺人(死 刑)に 強制的に加担 さ
せ ることはで きないの ではないか。
:現実 問題 として前述 のよ うに,『こんに ちのわれ われの社 会 では報復手 段 は もち合 わせ ていない。 し
たがって,1それ は不可能 であ る。そ こでゴ われ われ は被害者 に対 し,単 に不運 としてこれ をあ き らめ
よと主張しているのではない。被害者感情のすべてを回復することは困難であるか も知れないが,せ
めて,そ'の何分 の一 で も経 済的補償 を果す こ とで国民 としての弔意 を表示 す るほかないので はないか
とい うこ とで あ る。
つ ぎにわれ われの考 えるこ とは,被 害者の悲 しみ の満足 のため に,か りに死刑 をすれ ば,そ の死 刑
囚の家族の悲 しみはどのようになるのか とい うことである。極悪非道な犯罪者 を家族の一員にもった
者は処刑 されても,その悲しみはちっと耐えよとい うのであろうか。死刑囚の家族 とて人間である以
上は処刑 されることによる悲 しみは被害者の家族 と劣るものではない。被害者の不運は理解で.きるに
しても,その不運 をさらに拡大して二重の悲 しみを死刑囚の家族に人為的 に押 しつけることがなぜな
されなければな らないのか。被害者 に対し,加 害者の家族の悲しみ を理解 しろとい うこ・とには無理 が
あるかも知れない。 しかし,死刑は国家の名 による殺人行為である。その家族の悲 しみをさけるには
不運にも殺害された者のみにとどめる死刑の廃止以外にはないのである。
死刑の存在そのものが,か ような被害者の悲 しみ を生み出す凶悪犯罪の防止になん ら寄与 していな
い ことは別の ところで論じた。むしろ死刑に値するような凶悪な犯罪の防止のためには死刑によらな
い方策が大事であり,また死刑 を廃止することカミ,むしろ悲しむべき被害者の数 を減らす ことになる
とする諸般の記録を理解することに'より本能的報復感情で死刑の存置 を望 むことが殺 された者の悲 し
み をや わ らげ るこ とにな らない こ とをわかっ て もらうほかない6
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死刑制度は被害者感 情を真に満足 させるものであってはならない との思想がよりひろ く理解 され る
よう努めることが死刑廃止論者の大 きな役割であることは認める。 しかし,死刑の廃止論者は被害者
感情を無視 しているとする批判 はいわれなき論拠にもとつくものであることを記 るしておかねばなら
な い 。
(きくた こういち)
一29一
